
令和２年度漁業者の協力による
海底ごみ回収実証業務の

結果について
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漁業者の協力による海洋ごみ回収実証業務

●宗像市沿岸域

・自治体名 ： 福岡県宗像市

・漁業組合名 ： 宗像漁業協同組合

・漁業の種類 ： ①カレイ刺し網漁業
②フグはえ縄漁業

・回収事業の
開始年度 ： ①2014年度

②2003年度

●八代海

・自治体名 ： 熊本県（芦北町）

・漁業組合名 ： 芦北町漁業協同組合

・漁業の種類 ： うたせ船の底びき網漁業

・回収事業の
開始年度 ： 今年度より開始

●青島沿岸域

・自治体名 ： 宮崎県宮崎市
・漁業組合名 ： 宮崎市漁業協同組合
・漁業の種類 ： 底びき網漁業
・回収事業の
開始年度 ： 1973年度

●淡路島沿岸域

・自治体名 ： 兵庫県洲本市

・漁業組合名 ： 五色町漁業協同組合

・漁業の種類 ： 底びき網漁業

・回収事業の
開始年度 ： 2018年度

●東京湾

・自治体名 ： 千葉県市川市

・漁業組合名 ： 市川市漁業協同組合

・漁業の種類 ： 底びき網漁業

・回収事業の
開始年度 ： 今年度より開始

・現在、漁業者の協力を得て、操業時に回収した海洋ごみを持ち帰ることなどを促進している。
・この取組について、より効果的な実施や他自治体への横展開を促すため、2020年
度から３年程度、以下の7地域で環境省が調査・分析を行い、マニュアル策定を
検討する。

実証地域

●加賀市沿岸域

・自治体名 ： 石川県加賀市

・漁業組合名 ： 石川県漁業協同組合

・漁業の種類 ： 底びき網漁業

・回収事業の
開始年度 ： 1997年度

●金沢市沿岸域

・自治体名 ： 石川県金沢市

・漁業組合名 ： 石川県漁業協同組合

・漁業の種類 ： 底びき網漁業

・回収事業の
開始年度 ： 2000年度
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自治体・漁業者へのヒアリング、アンケート調査

ヒアリング対象 アンケート対象
実証地域 自治体

加賀市沿岸域 石川県加賀市 石川県漁業協同組合

金沢市沿岸域 石川県金沢市 石川県漁業協同組合

東京湾 千葉県市川市 市川市漁業協同組合

淡路島沿岸域 兵庫県洲本市 五色町漁業協同組合

宗像市沿岸域 福岡県宗像市 宗像漁業協同組合

八代海 熊本県芦北町 芦北町漁業協同組合

青島沿岸域 宮崎県宮崎市 宮崎市漁業協同組合

漁業者 北海道 青森県 岩手県

宮城県 秋田県 神奈川県

新潟県 石川県 愛知県

三重県 京都府 兵庫県

和歌山県 島根県 岡山県

広島県 徳島県 香川県

福岡県 大分県 沖縄県

実証地域 千葉県 熊本県 宮崎県

環境省の補

助金を活用

してごみ回

収に取り組

んでいる

21道府県

船外機船沖合底びき網漁船

小型機船底びき網漁船小型機船底びき網漁船 打瀬船

海底ごみを回収する漁船(上段）と海底ごみ回収に用いた容器（下段）

土嚢袋コンテナ、かご

タマネギ袋配布された袋配布された袋

漁業者の協力による海洋ごみ回収のマニュアルの策定のため、自治体等
にヒアリング、アンケートを実施した。

1．目的、内容
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自治体・漁業者へのヒアリング、アンケート調査

２．アンケート調査結果

(1) ごみ回収の取組みをはじめた動機・期待する効果

回収されたアンケートは自治体が55件、漁業者（漁業協同組合）が
80件であった。

※ 回答の多かった1～3位の回答は、「橙色」で示した。

0 5 10 15 20 25 30 35

8. その他の今後の対策に繋がる情報の入手
7. 地域への美化促進・啓発活動

6. 漁業協同組合・漁業者との関係強化・確立
5. 回収作業等における費用支援、補助

4. 海洋プラスチックごみへの対応
3. その他近隣住民からの要請

2. 漁業者・漁業協同組合等からの要請
1. 国・都道府県からの要請

（件）

取組みを開始した動機・期待する効果（自治体）

0 10 20 30 40 50 60

8. 今後の対応・対策に繋がる情報提供
7. 自治体・漁業者との関係強化・確立
6. 回収作業等における費用支援、補助
5. 漁業者以外へのごみ回収の情報発信

4. 漁業者として当然のことと自覚
3. 漁場環境の改善・維持管理

2. 成育環境や生態系の保全（資源維持管理）
1. 漁業者からの要望

（件）

取組みを開始した動機・期待する効果（漁業者）
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自治体・漁業者へのヒアリング、アンケート調査
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海底ごみの多い時期

(2) 操業中の海底ごみの状況
2) 海底ごみが多い時期

・岩礁域の窪地
・水深の浅い場所
・操業禁止区域の周辺

・8～9月
・台風、低気圧
等の通過後

・出水時後

※回答の多かった1～3位を「橙色」で示した。

3) 海底ごみによる被害状況

（件）
8. 漁ろう作業中の怪我

7. 漁獲物との分別作業の発生

6. 漁獲物の品質低下

5. 漁獲高の減少

4. 航行に支障あり

3. 清掃費用がかかる

2. 船体・プロペラ等の破損

1. 漁網の破損

0 10 20 30 40 50 60

ある

33％

ない

56％

11％

無回答
11％

1) 海底ごみが多い場所

ある

67％

ない

28％

無回答
5％
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自治体・漁業者へのヒアリング、アンケート調査

(３) 取組みによる効果、知りたい情報

※ 回答の多かった1～3位の回答は、「橙色」で示した。

【自治体からの視点】
●ごみの品目の特定、対策
●ごみの多い場所の特定
【漁業者からの視点】
●ごみの発生場所の特定、対策
●ごみの多い場所、時期の特定

0 5 10 15 20 25 30

7.その他、効果ありと思う場合あり
6.海底ごみ問題等の情報発信、関心を持つ人の増加

5.相当量のごみを回収処分したこと自体
4.ごみの流入量の減少

3.ごみの集まりやすい場所の減少
2.特定品目のごみの量の減少

1.漁場で網にかかるごみの総量の減少

（件）

「海底ごみ回収による効果あり」と感じること（漁業者）

2)  知りたい情報
マニュアルに求められる項目
◎情報整理・発信、見える化
◎モチベーション維持、回収活動の継続

に繋がる工夫、対応
◎効率的、効果的な取組み、優良事

例の収集

効果あり

43％

効果なし

4％

分からない

45％

無回答

9％

効果なし
4％

１)  効果を感じるか
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自治体・漁業者へのヒアリング、アンケート調査

(４) 海底ごみ回収、分別、保管、運搬、処分等の課題

※回答の多かった1～3位の回答は、「橙色」で示した。

自治体、漁業者ともに、「ごみの保管場所の確保」、「回収から処分まで
の費用負担・調整」、「保管場所への海底ごみ以外の投棄」が、共通の課
題として挙げられた。

0 5 10 15 20 25

12. その他
11. 特にない

10. 自治体が保有する施設での処分の技術的手法
9. 保管場所の臭気

8. 保管場所への海底ごみ以外の投棄
7. 回収・分別・運搬・処分費用負担の調整

6. 運搬・処分方法の決定、業者の確保
5. 分別作業人員の確保

4. 保管場所の確保
3. 民間廃棄物処理業者との調整
2. 環境部局と水産部局との調整

1. 漁協、漁業者との調整、協力体制構築

（件）

ごみ回収時等に感じる課題（自治体）

0 10 20 30 40

12. その他
11. 特にない

10. 保管場所の臭気
9. 保管場所への海底ごみ以外の投棄

8. 分別作業人員の確保・分別方法の徹底
7. 自治体との処分費用等の負担についての調整

6. 自治体との分別・保管・処分方法についての調整
5. 港・陸上での保管場所の確保

4. 回収したごみの船上での保管場所の確保
3. ごみ回収を実施する範囲の決定

2. 漁期との調整
1. 協力隻数の確保

（件）

ごみ回収時等に感じる課題（漁業者）
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海底ごみ実態把握調査

・実証地域における漁業協同組合の協力を得て、海底ごみの実態調査を実施し、回
収した海底ごみについて、容積・重量・個数等を計測しました。

青島沿岸域八代海宗像市沿岸域

Mapdata ©OpenStreetMap contributors 

底質データ 出典：「海しる（海洋状況表示システム）」 

東京湾金沢市沿岸域加賀市沿岸域

淡路島沿岸域
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海底ごみ実態把握調査（品目内訳）

・回収したごみの品目内訳を整理（容積ベース）
・全ての調査地点において、プラスチック類の占める割合が高い結果となった。
・加賀市沿岸域、宗像市沿岸域、八代海では、プラスチック袋類が最も多く、淡路
島沿岸域ではプラロープ・ひも・テープ類、青島沿岸域ではプラスチックボトル
が最も多かった。
・金沢市沿岸域では木材等、東京湾ではゴムが最も多かった。

プラ袋類 プラロープ・ひも・テープ類 プラボトル プラ容器類 プラ破片類 プラ漁具（養殖）

その他プラ 金属缶 その他金属 ゴム 木材等 その他

家電等

家電等

※構成比が5%以上のもののみ数値を表示 ８

東京湾 淡路島沿岸域加賀市沿岸域

八代海 青島沿岸域

金沢市沿岸域

宗像市沿岸域

プラ漁具（その他魚種）


